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事業イメージ

 AI、IoTや自動運転、ドローン等の未来技術を活用した新しい地方創生を目指し、地方創生の観点から、革新的で先導性と横展開可能性等に優れた提
案について、社会実装に向けた関連事業の現地支援体制（地域実装協議会）を構築し、関係府省庁による総合的な支援を行う。

 未来技術を活用した地方創生に関する提案を地方公共団体から募集し、H30年度に14事業、R１年度に8事業、R２年度に12事業、R３年度に9事
業を選定、現在38事業に対して支援を実施中。（H30年度選定の５事業はR2年度末をもって支援を終了。）

概 要

少子高齢化、生産年齢
人口の減少の結果、

・安全安心な地域づくりの
必要性の高まり
・産業、生活サービスの
衰退、担い手不足
・交通弱者の増加

など

地域課題

社
会
実
装

未来技術を活用して地域課題の解決を目指す取組を支援
関連する事業を一つにパッケージ化し、複数の関係省庁を交えた地域実装協議会にて総合的支援。
今後3年間で一部実装、5年間で本格実装（事業化され自走すること）を見込む事業を対象

事業b
B省・C省支援

事業a
A省・B省支援

事業c
D省支援

地域実装協議会

地方公共団体
（事務局）

総合
調整

未来技術社会実装事業 概要

A市事業 関係省庁連絡会議

関係省庁
（うち1名は現地
支援責任者）

【議長】
内閣府地方創生推進
事務局長
【構成員】
各省庁地方創生関連
部局長

幹事会（課長級）

現地実施体制 国の支援体制

状況報告

支援指示

民間事業者
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未来技術社会実装事業 一覧
：平成30年度選定

：令和元年度選定

：令和２年度選定

1 北海道、岩見沢市、更別村
自動運転、ロボット、ドローン

2 宮城県仙台市
ドローン

3 千葉県千葉市
自動運転、ドローン

4 愛知県豊橋市
AI

5 愛知県春日井市
自動運転

6 大阪府、河内長野市
自動運転

7 兵庫県神戸市
自動運転

9 大分県
ロボット

8 鳥取県
AI・IoT

１ 秋田県仙北市
自動運転、ドローン

2 富山県富山市
AI・IoT

３ 岐阜県岐阜市
自動運転

4 静岡県
AI・IoT・自動運転

5 三重県四日市市
AI・IoT

6 広島県
自動運転、ロボット、キャッシュレス等

7 広島県福山市
自動運転、ロボット、キャッシュレス

8 宮崎県、串間市
自動運転、ロボット

1 茨城県潮来市
自動運転 等

2 栃木県
AI、IoT、自動運転等

4 埼玉県和光市
自動運転 等

5 石川県小松市
自動運転 等

3 埼玉県秩父市
IoT、自動運転、ドローン

6 大阪府四條畷市
AI、IoT、自動運転等

7 奈良県三郷町
自動運転 等

8 島根県美郷町
AI、ドローン、キャッシュレス

9 山口県宇部市
AI・IoT、VR/AR 等

10 高知県四万十市
自動運転

11 長崎県対馬市

自動運転 等

※地方公共団体名下は主な活用技術

12 鹿児島県長島町
IoT、ドローン、VR/AR 等

R3.8.24時点

：令和３年度選定

1 北海道旭川市
AI・IoT、ロボット、ドローン等

2 岩手県陸前高田市
自動運転

3 群馬県前橋市
キャッシュレス、ブロックチェーン

4 埼玉県さいたま市

AI・IoT

5 石川県中能登町
AI・IoT、ロボット、VR/AR

7 和歌山県太地町

AI 、自動運転、ドローン

6 岐阜県中津川市

自動運転、 VR/AR

8 佐賀県嬉野市
AI・IoT、自動運転、VR/AR 等

9 宮崎県延岡市
AI、自動運転、キャッシュレス
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 第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」では、地方創生推進交付金について、Society5.0を推進するため

の全国的なモデルとなり得る事業に対する新たな支援の枠組みの新設を明記。

 これを踏まえ、令和２年度から地方創生推進交付金に「Society5.0タイプ」を新設し、地方創生の観点から

取り組む、未来技術を活用した新たな社会システムづくりの全国的なモデルとなる事業を支援。

普及度

時間

地方創生推進交付金
Society5.0タイプ

未来技術の
コモディティ化

（普及・実用化）

各種支援による伴走期 マーケットベースの自走期

イノベーター・アーリーアダプタの一部利用 アーリーマジョリティ・レートマジョリティ含む普及

エコシステム
創出、標準化等
に向けた壁

各
省
庁
と
連
携

各省庁の技術実証・実装事業

• 技術のケイパビリティ検証
• 実装に向けた規制改革等の
課題抽出

未来技術を活用した
新たな社会システムづくりの
全国的なモデルとなる事業

• 国・専門家等の協働PDCAサイクルが整っている

• 既に一部実証済で、事業開始から５か年度以

内に本格実装される

• 住民等を巻き込み、地域課題を解決

• 新たな社会システムづくりにチャレンジするとともに、

全国に横展開することを目指す 等

地方創生推進交付金「Society5.0タイプ」について
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先駆タイプ 横展開タイプ Society5.0タイプ

1事業の年度当たり
交付上限額
（国費）

都道府県 3.0億円 1.0億円

3.0億円
市区町村

2.0億円
※中枢中核都市は2.5億円

0.7億円
※中枢中核都市は0.85億円

事業期間 最長５か年度 最長３か年度 最長５か年度

新規事業の
申請上限件数

都道府県 原則９事業以内（うち広域連携３事業）

申請上限件数の「枠外」
市区町村

原則５事業以内（うち広域連携１事業）
※中枢中核都市は原則７事業以内（うち広域連携２事業）

地方創生推進交付金「Society5.0タイプ」の概要

支援対象
（事業要件）

 事業要件として以下の４項目全てを満たすことが必要。
・国・専門家等の協働PDCAサイクルが存在
・既に一部実証済で、事業開始年度から5か年度以内に本格実装
・Society5.0に向けた技術を活用し地域課題を解決、地方創生に寄与
・新たな社会システムづくりにチャレンジ

 地方創生推進交付金は、地方版総合戦略に基づく、地方公共団体の自主的・主体的な事業を支援するもの。

 地域におけるSociety5.0の実現を推進するため、全国的なモデルとなる取組を支援する交付金として、地方

創生推進交付金に「Society5.0タイプ」を創設（令和2年度から）。

 1事業の年度当たり交付上限額（国費）は3.0億円、事業期間は最長5か年度。

 令和3年度は自動運転やドローンを活用した事業など1９件を採択。

（令和４年度概算要求 １，２００億円の内数 補助率１／２）

採択事業例

埼玉県秩父市（ちちぶし）

送電線上空を飛行ルートとするドローン飛行実証

を発展させ、大滝地区（過去に土砂崩れで孤立した
地区）にドローンの常設コースを設置し、高齢者向
け日用品・医薬品等のドローン配送実証を行う。

愛知県春日井市(かすがいし)

自宅からバス停までの自動運転、乗り合いタクシー

の社会実装や、自動運転バス等基幹交通を検討し、こ
れらの移動手段を一つのアプリ（MaaS）で選択でき
るようにする。

自動運転・MaaS等による住民の移動支援 ドローンによる高齢者向け配送支援

地方創生推進交付金「Society5.0タイプ」の概要
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富山市

スマートシティ

大分県

岩手県

ドローン

福島県会津若松市
自動運転、MaaS

栃木県
①スマート農業
②スマート林業

埼玉県秩父市

ドローン、遠隔診療

静岡県

自動運転愛知県豊川市

ドローン

大阪府河内長野市

自動運転

兵庫県神戸市

スマートシティ、
オンライン診療

石川県加賀市

遠隔操作ロボット等
を活用した多拠点居住

愛知県春日井市

自動運転、MaaS

遠隔操作ロボット

山口県宇部市

IoT、AI、スマート防災等

採択事業1９件
※うち、未来技術社会実装事業選定事業８件

岩手県八幡平市

遠隔診療、見守り

秋田県

スマート農業

長野県伊那市

ロボット、ドローン、MaaS

岡山県真庭市

デジタル地域通貨、
スマート農林業

※赤枠については未来技術社会実装事業選定事業

山形県長井市
MaaS、スマートストア

地方創生推進交付金「Society5.0タイプ」採択事業一覧
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 2019年８月、内閣府、総務省、経済産業省、国土交通省は、スマートシティの取組を官民連携で加速する
ため、企業、大学・研究機関、地方公共団体、関係府省等を会員とする「官民連携プラットフォーム」を設立。

 会員サポートとして、①事業支援 ②分科会 ③マッチング支援 ④普及促進活動 等を実施。

 各地域のスマートシティ推進の支援拠点づくりや次世代に向けた人材育成につなげる

会員（事業実施団体）599団体

会員（関係府省）11団体

内閣府 総務省 経済産業省

SIPアーキテクチャ構築・実証

未来技術社会実装事業

地域新MaaS創出推進事業

スマートシティモデル事業

日本版MaaS推進・支援事業

データ利活用型スマートシティ
推進事業

企業・大学・研究機関等
（433団体）

地方公共団体
（166団体）

事務局

内閣官房 警察庁

スマートシティ官民連携プラットフォームの構成（合計827団体）

金融庁

会員
（経済団体等）

２団体

経団連

文部科学省

厚生労働省 農林水産省 環境省

国土交通省

COCN

※会員数は令和３年9月末時点

その他事業も順次追加

公式ウェブサイト https://www.mlit.go.jp/scpf/index.html

オブザーバー会員

（215団体）

スマートシティ官民連携プラットフォームについて
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内閣府
(地方創生推進事務局）

総務省
（情報流通行政局）

国土交通省
（都市局）

経済産業省
（製造産業局）

国土交通省
（総合政策局）

事業名
未来技術社会実装事業 地域課題解決のためのス

マートシティ推進事業
スマートシティモデルプロジェ
クト

地域新MaaS創出推進
事業

日本版MaaS推進・支援
事業

概要

地域のSociety5.0の実現に
向け、地方創生の観点から優
れた自治体の未来技術の実
装事業について、社会実装に
向けた現地支援体制（地域
実装協議会）を構築するなど、
関係府省庁による総合的な
支援を実施

地域が抱える様々な課題
（防災、セキュリティ・見守
り、買物支援など）をデジタ
ル技術やデータの活用に
よって解決することを目指す
スマートシティの実装を関係
府省と一体的に推進

スマートシティの分野で、世界
の先導役となることを目指し、
全国の牽引役となる先駆的
な取組を行う先行モデルプロ
ジェクトを募集し、スマートシ
ティの取組を支援

地域における新しいモビリティ
サービスの社会実装に向けて、
先進的かつ持続的な事業モ
デルの創出に向けた各地域
でのMaaS実証を推進する。

感染症拡大などにより変容し
た利用者ニーズへの対応や、
公共交通等の利便性を面的
に向上させる MaaS等の取
組の普及を促進することで、
公共交通等の移動サービス
を高度化し、その利便性・効
率性の向上を図る。

R３年度
予算

0.8億円（シンポジウム等、普
及啓発を目的とした取組に係
る費用）

6.9億円 2.2億円 数億円程度 1億円（ほか、R2年度第３
次補正予算305億円の内
数）

過去の
選定数

H30:14事業、R1:８事業
R2:12事業 R3:9事業

H29:6事業、H30:3事業
R1:5事業、R2:5事業、
R3:9事業

R1：15事業、R2： 7事業
R3： 5事業

※先行モデルプロジェクト選定数を記載

R1：13事業
R2：16事業
R3： 14事業

R1：19事業
R2：36事業
R3：12事業

主な支援
対象

社会実装に向けた関係府省
庁による総合的な支援（各
種補助金、制度的・技術的
課題等に対する助言等）
※事業の実施にあたっては、地
方創生推進交付金等の各種交
付金・補助金による支援を想定。

デジタル技術を活用した
サービス・アセットの導入、
都市OSの導入（整備・改
修）等

（補助率1/2）

実証実験
※データ取得等に必要な情
報化基盤施設の整備につい
ても都市再生整備計画事業
等により支援。

地域の課題解決や全国での
横展開に向けて、先進的か
つ持続的な事業モデルの創
出に向けたMaaS実証を委
託事業として実施。

・新たな決済手段や新しい移
動サービスの導入支援、運
行情報等のデジタル化支援
・広域的、先進的なMaaS
等の取組についての支援

問合せ先

未来技術実装担当
電話：03-6206-6175

地域通信振興課
ict-town(atmark)ml.s
ou
mu.go.jp

スマートシティプロジェクトチー
ム
hqt-smartcity-
mlit(atmark)gxb.mlit.go
.jp

自動車課
ITS・自動走行推進室担当
contact_mobility_pt(at
mark)meti.go.jp

総合政策局モビリティサービス
推進課担当
hqt-mobilityservice200
1(atmark)gxb.mlit.go.j
p

政府のスマートシティ関連事業 （合同審査の対象事業）

※迷惑メール対策のため、「@」を「(atmark)」と表示しております。 送信の際には、「@」に変更してください。 7
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内閣府 「未来技術社会実装事業」 ☆

総務省 「データ連携促進型スマートシティ推進事業」※1 □

経済産業省 「地域新MaaS創出推進事業」 ○

国土交通省 「日本版MaaS 推進・支援事業」※2 ●

国土交通省 「スマートシティモデルプロジェクト」 ■

※1令和２年度までの施策名は「データ利活用型スマートシティ推進事業」
※2令和元年度の施策名は「新モビリティサービス推進事業」

スマートシティの全国での計画的な実装に向けて、スマートシティ関連事業に係る合同審査会の評価を踏まえ、62地域
の事業を選定。このうち、42地域が事業間連携を実施。

1■

2☆

3〇
4〇

5●

6□■

7☆

8□■
9〇

10■

11〇■ 12■

13■
14■

15□
16☆●■

17□

18☆□■

19■

20〇
21■

22□■23●■
24■
25■

26●

27●

28●

29■

30●

31■

32☆

33〇

34☆

35●36■
37〇

38〇■

46☆47■

48〇

49■

50〇
51■52■

53☆
54〇55□

56□

57■

58●

59☆■

60●

61●

62〇

39〇■

42■

45〇

44■ 43□■

41〇

40●

項番 プロジェクト実施地域 選定事業 過年度選定

1北海道札幌市 ■ □●■

2北海道旭川市 ☆

3北海道室蘭市 〇

4北海道帯広市 〇 ●

5北海道芽室町 ●

6北海道更別村 □■ ☆

7岩手県陸前高田市 ☆

8宮城県仙台市 □■ ■

9仙台市泉区南光台・八乙女地区 〇

10秋田県仙北市 ■ ☆■

11福島県会津若松市 〇■ □〇●

12福島県南相馬市 ■ ■

13茨城県つくば市 ■ ●■

14茨城県守谷市 ■ ■

15栃木県佐野市 □

16群馬県前橋市 ☆●■ 〇●■

17群馬県嬬恋村 □ □

18埼玉県さいたま市 ☆□■ □■

19埼玉県熊谷市 ■ ■

20
埼玉県入間市 宮寺・二本木、東金子、
金子、藤沢第一・第二エリア

〇

21埼玉県毛呂山町 ■ ■

22千葉県柏市 □■ ■

23
東京都千代田区（大手町・丸の内・有楽
町地区）

●■ ■

24東京都港区（竹芝地区） ■

25
東京都大田区（羽田空港跡地第１ゾー
ン）

■ □■

26山手線周辺／横須賀市 ● ●

27川崎市、箱根町 ● 〇●

28神奈川県横須賀市、三浦市 ● ●

項番 プロジェクト実施地域 選定事業 過年度選定

29新潟県新潟市 ■ 〇■

30富山県朝日町 ● ●

31石川県加賀市 ■ □●■

32石川県中能登町 ☆

33福井県永平寺町 〇 〇■

34岐阜県中津川市 ☆

35静岡県静岡市 ● 〇●

36愛知県岡崎市 ■ ■

37愛知県春日井市 〇 ☆〇●■

38
三重県多気町・明和町・大台町・度会
町・大紀町・紀北町

〇■

39
京都府精華町、木津川市（けいはんな学
研都市（精華地区・西木津地区））

■ □■

40京都府与謝野町 ● ●

41大阪府大阪市 〇

42大阪府河内長野市 ■ ☆

43大阪府豊能町 □■

44兵庫県加古川市 ■ □■

45兵庫県播磨科学公園都市 〇

46和歌山県太地町 ☆

47和歌山県すさみ町 ■

48島根県美郷町 〇 ●

49広島県三次市 ■ ■

50香川県三豊市 〇 〇

項番 プロジェクト実施地域 選定事業 過年度選定

51 愛媛県松山市 ■ ■

52 愛媛県新居浜市 ■ □■

53 佐賀県嬉野市 ☆

54 佐賀県基山町 〇

55 長崎県 □

56 熊本県人吉市 □

57 熊本県荒尾市 ■ ■

58 宮崎県 ● ●

59 宮崎県延岡市 ☆■

60 沖縄県 ●

61 沖縄県宮古島市 ● ●

62 沖縄県北谷町 〇

（参考）令和３年度のスマートシティ関連事業の選定結果
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